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研究要旨 
 企業、自治体職員あるいは医療機関の災害対応に対する災害産業の教育プロ
グラムの具体的な方法を検討した。産業医学的な視点がないところから、現在
作成している災害産業保健マニュアルに沿ったもの、並びに災害時にほとんど
の場合に発生するメンタルヘルスに対応するべく、受援者及び支援者に対する
メンタルヘルスの講義を行うことを議論した。さらに、災害時における産業保
健専門職に必要なコンピテンシーを考慮したその上で机上訓練を行う。 
 

 
Ａ．研究目的 

災害発生時には、企業は生産ラインの復

旧や被災地域対応等、自治体職員は被災民

の対応等、あるいはDMAT、DHEAT, JMAT及び

DPAT等の災害支援団体は、被災民に対応に

追われる。それぞれの受援及び支援団体は、

災害対応の訓練はするが、その際の健康に

ついては検討することは不十分であると考

えられる。特に過重労働やメンタルヘルス

の問題が大きくなると考えられる。 

企業、自治体職員及び医療機関に対応し

た教育講習会を開催するべく、講義内容及

び項目について検討をすることである。 
 

Ｂ．研究方法 

高知県主催メンタルヘルスマネジメント

実践研修会に参加し、講習の内容を参考に

して本研究班の講習会の内容を検討する。 

また、災害産業保健マニュアルを参考に

して、班会議の中で議論し、机上訓練の内容

に組み入れる。 

 

Ｃ．研究結果 

高知県主催メンタルヘルスマネジメント

実践研修会においては、産業医科大学の久

保達彦先生の「災害発生前に準備すべき災

害時対応のシステムづくり」、および元筑波

大学教授高橋祥友先生「災害時における職

員のメンタルヘルス対策」について講演が

なされた。ともに福島第一原発事故におい

て災害時に対応してきた内容であった。 

産業医科大学では、健常者を含めた集団

健康管理体制の構築や健康を守るために医

療者ではなく組織がすべきことを意思決定

者たる事業者に助言・勧告などを平時の時

点で行ってきた。これらはそのまま、災害

時においても応用できるものであり、福島

原発事故においても様々ハザード（放射線、

外傷、熱中症、メンタルヘルス、過重労働、

感染症など）がフェーズによって変化し、

それぞれの時点で何が重要な課題となるの

かを検討してきた。受援者および支援者の
ニーズを検討し対応することも重要であ
る。各社の産業医との連携も重要な活動の

一つであり、健康診断事後措置・健康相談・

衛生管理者教育などを手助けしてきた。ま

た厚労省による「法令」・「指導」づくりへ関

与してきた。教育プログラムでは、「災害現

場における指揮管理体制の構築」の講義は

必要であると考えられる。 



また、災害時に扱われる疾患の 9 割はメ

ンタルヘルスである。急激な外傷性ストレ

スにより、急性ストレス反応、睡眠障害、う

つ病、不安神経症、急性錯乱、アルコール乱

用などが生じる。また、初期治療が不備と

なると心的外傷後ストレス障害（PTSD）を

発症する。災害対応の経験の有無や、メン

タルヘルスの知識があるかどうかによっ

て、メンタルヘルスに支障が出るかどうか

に違いが生じると考えられる。メンタルヘ

ルス教育も必須の講義内容であると考えら

れる。 

災害産業保健のキャパシティがまだない

ので、教育プログラムにおいては、受援者

目線で研修を優先させる方が良い可能性も

ある。特に企業においては、産業保健職に

任せるという発想がないので、周知するこ

とも重要である。分担研究者の吉川らが行

った、災害時における産業保健専門職に必

要なコンピテンシーのインタビュー調査の

データの整合性も確認して、これらを議論

できるようにしなければならない。これら

を机上訓練に反映することが、重要である

と考えられた。 

 

Ｄ．考察 

実践研修における教育プログラム案とし

て、災害現場における指揮管理体制の構築、

災害時対応者のメンタルヘルスケアに関し

ては必須の項目と考えられる。また、机上

訓練として、危機発生時の産業保健ニーズ

として危機対応マニュアルと災害時におけ

る産業保健専門職に必要なコンピテンシー

を基にし、産業保健の立場から各組織の問

題点の洗い出しを行うこと重要となる。そ

れぞれの支援チーム（医療従事者等/自治体

職員/企業）によって、机上訓練を行う。こ

の教育プログラムによって、災害産業保健

に貢献できる人材教育の場となることを期

待する。 

 

Ｅ．結論 

教育プログラム案は、指揮管理体制の構

築、メンタルヘルスケアの座学講義および

机上訓練を基軸に構築することとした。 
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